
⾃然エネルギー100%プラットフォームウェビナー
太陽光パネルの廃棄・リサイクルのこれから 

‒ 重要性・課題解決への動きを学ぶ ‒

「太陽光発電の放置問題など地域トラブルの原因と
地域にとって望ましい再エネのあり⽅」

2025年2⽉28⽇
⼭下 紀明
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ArcGISを⽤いて作成

太陽光発電の都道府県別地域トラブル数

2024年2⽉末まで 198件
ü⻑野県 39件
ü⼭梨県 13件
ü静岡県・三重県 10件

5つのトラブル要因
(複数要因あり)
ü⾃然災害.  112件
ü景観 88件
ü⽣活環境 61件
ü⾃然保護 61件
üその他 45件

事業規模（推定含む）
ü>40MW               31件
ü10MW〜40MW    47件
ü1MW〜10MW 68件
ü<1MW 52件

凡例
0件
1〜2件
3〜9件(上位20位)
10〜39件(上位4位)



ArcGISを⽤いて作成

太陽光発電の市区町村別地域トラブル概観

凡例
0件
1件
2〜5件



5

太陽光の地域トラブルの原因

⾃然災害発⽣の懸念、景観、⽣活環境、⾃然保護などがあり多
様かつ複合的

l ⾃然災害発⽣の懸念・・・森林開発に伴う⼟砂流出、⽔害の増加

l 景観・・・⾃然景観、歴史的景観、⾵致地域

l ⽣活環境への影響・・・⽔質汚染、電磁波、反射光

l ⾃然保護・・・森林、河川、⿃類

l その他・・・合意形成プロセス、法的⼿続き、⾏政
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太陽光の地域トラブルに対する国の対応（概略）

• 調達価格の低下や⼊札制度導⼊、運転期限の設定等により、整備費がかかる林地などでの案
件は減少か

• 改正FIT法では「法令および条例順守の義務づけ」、事業ガイドラインの推奨事項には「地
域住⺠との適切なコミュニケーション」も含む

• 2022年4⽉からは既存設備も含めて廃棄費⽤の積⽴を義務づけ、認定失効制度も導⼊
• ４省合同による「適正な導⼊及び管理のあり⽅に関する検討会 」で中間まとめ

制度改定は⾏われているが、その隙間で地域トラブルは発⽣
FIT法関連

環境影響評価法等

関連制度

• 2020年度から40MW以上の太陽光発電事業を対象化、より⼩さい規模向けには事業の環境
配慮ガイドラインを公表

• 改正温対法では、促進区域を含むゾーニングを誘導する施策も

• 林地開発について、2020年度から「太陽光発電施設の設置」という基準を新設し、特に平
均傾斜度30度以上の⾃然斜⾯への設置の場合の防災施設の確実な設置や、森林率および残
置森林の配置についての運⽤基準などの改訂

• 現在、1ha→0.5haへと対象引き下げの検討中
• 農地での営農型太陽光発電は平地より厳しい要件で対応



参考）地⽅⾃治研究機構「太陽光発電設備の規制に関する条例」
http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/005_solar.htm

太陽光発電の規制条例の視覚化（ドラフト段階）

凡例
県単位条例
市町村条例



参考）地⽅⾃治研究機構「太陽光発電設備の規制に関する条例」
http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/005_solar.htm

太陽光発電の規制条例の視覚化（ドラフト段階）

凡例
県単位条例
市町村条例
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調和・規制条例の主な規制的要素
抑制・禁⽌区域の内容にも幅があり、届出と許可・同意や協定の
締結など。また維持管理の義務や廃棄費⽤の積⽴義務なども。

①抑制・禁⽌区
域の設定

• 区域内では不許可、不同意を条⽂に明⽰ 62件
• 協⼒を求める区域や⾃粛を求める区域と設定 60件
• 遠野市や伊東市は⾃治体全体を抑制区域と定める
• 両⽅を定める⾃治体もあり

②届出と同意・
許可

• 届出を義務づけ、⾸⻑の同意や許可が必要 42件
• 特別保全区域などの区域を定める場合も多い 

③⾸⻑との協
定・住⺠との協
定や同意

• ⾸⻑との協定 12件
• 周辺⾃治会との協定や同意を求める⾃治体 15件

④その他 • 適切な維持管理や廃⽌の届出などの義務も増えている
• 廃棄費⽤の積⽴は北茨城市、守⾕市、神⼾市で義務化
• ⼤津市では事業者と住⺠の主張を調整するあっせんを制度化
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どうすればエネルギー転換はうまくいくのか
「再エネと社会的受容性」をテーマに、「やっかいな問題」を
多⽅⾯から検討する必要

［III］ 公正で持続可能なエネルギー転換のために
：社会システムの変⾰と社会的解決
第12章 「地元」として、「主体」として：⾃治体
が直⾯するエネルギー転換の課題
第13章 メディエーターの戦略的媒介による地域の
意思決定⽀援
第14章 世代間公正と世代内公正の相克：ドイツ「
⽯炭委員会」の模索
第15章 ドイツの⼩規模分散電源とデジタル化を活
⽤したエネルギービジネス
第16章 無作為抽出型の気候市⺠会議：「⺠主主義
のイノベーション」を通じた課題解決の試み

終章 エネルギー転換をうまく進めるために：⼤き
な物語を飼い慣らす

［I］ 地域トラブルと社会的受容性：「分配的正義」「⼿
続き的正義」と「信頼」の構築
第1章 太陽光発電の地域トラブルと⾃治体の対応
第2章 ⾵⼒発電所の⽴地をめぐる問題と住⺠の認識
第3章 バイオエネルギー市場急拡⼤の経験からの教訓：
持続可能なバイオエコノミーの成⻑管理に向けて
第4章 「⼟地問題」としてのメガソーラー問題
第5章 ⾵⼒発電に伴うリスクの哲学と倫理

［II］ 地域からのエネルギー転換：発想の転換から複数
の⽂脈をつくり出す
第6章 地域主導か地域貢献か：再⽣可能エネルギーの市
場化とドイツにおけるコミュニティ・パワーの課題
第7章 再⽣可能エネルギーがもたらすコミュニティの再
⽣：スコットランドのコミュニティ・パワーの事例から
第8章 「よそ者」によるコミュニティ・パワーの展開と
「信頼」の構築：⽣活クラブ⽣協の実践から
第9章 省エネ改修を通じた持続可能なまちづくり：ドイ
ツにおける⽼朽団地再⽣プロジェクト
第10章 雪冷房の現状と未来：北海道美唄市における雪冷
房の取り組みを⼿がかりに
第11章 エネルギー転換に向けた薪利⽤の意義と課題

丸⼭康司・⻄城⼾誠編「どうすれば
エネルギー転換はうまくいくのか」
新泉社
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コミュニティ的受容性にはプロセスと結果の正当性と信頼が重要
分配的正義（利益の⼀部分配）がよく議論されているが、計画開
始からのプロセスと積み上げた信頼が⼤事｡

社会・政策的
• 技術および政策
• ⼀般市⺠の⽀持
• 重要な利害関係者の⽀持
• 政策決定者の⽀持

コミュニティ的
• ⼿続的公正
• 分配的公正
• 信頼

市場（経済）的
• 消費者の⽀持
• 投資家の⽀持
• 企業内の⽀持

• Wüstenhagen et al.(2007)が提⽰した再⽣
可能エネルギーと社会的受容性の3要素

• 社会・政策的受容性、市場（経済）的受容
性は向上と低下の両側⾯がある

• 近年の再エネに関わる地域トラブルや規制
条例の増加は、コミュニティ的受容が低下
している点を反映している可能性

• ⼿続的公正（プロセスの正しさ）、分配的
公正（結果の正しさ）、信頼のいずれも重
要だが、分配に偏っていないか
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最近の再⽣可能エネルギー関連条例の推進要素

地域振興型再⽣可能エネルギー事業の認定
• 町⺠による主体的な再⽣可能エネルギー事業の利⽤の促進を⽬的とし、かつ、地域と調和した⼿

法による再⽣可能エネルギーの利⽤となる事業のうち、特に持続可能な地域づくりに資すると認
められる事業について、指針に基づき、当該事業を地域振興型再⽣可能エネルギー事業として認
定することができる。

• 町⻑は、当該認定事業に関し、必要な助⾔、指導その他の⽀援をすることができる。

ニセコ町

⻑野県
• 事業の適正性を図りつつ、地域と調和する太陽光発電事業の普及を図るため、県は必要な施

策を総合的に展開すること。 特に促進区域制度内事業などで本条例に基づく地域と調和し
た事業に向 けた住⺠合意プロセス等が担保されているものについては、事業促進の観点か
ら条例上の⼿続について配慮すること。

• 合意形成⼿順に則った促進区域内の事業は⼿続きを⼀部免除・緩和の⽅向、県によるインセ
ンティブの強化（収益納付型補助⾦）

• 事業者は、住⺠から説明会で出された質問・意⾒(もしくは説明会開催か ら⼀定期間経過後
に出された質問・意⾒)に対し、誠実に対応しなければな らない(合理的な理由を付して⽂
書等で応答しなければならない)。→デジタル化およびデータベース化
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⻑野県条例の地域住⺠等への説明と誠実な回答の努⼒義務

出典）⻑野県ウェブサイト「条例のあらまし」https://www.pref.nagano.lg.jp/zerocarbon/documents/jyoreiaramashi.pdf
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https://rec.isep.or.jp

https://rec.isep.or.jp/
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今後の再エネの適正な促進に向けて
顕在化したトラブル、その背景にある制度や社会の課題も含め、
対応策と⼿法を提⽰し、エネルギー転換を重層的に促進する。

潜在的な
トラブル事案

制度的課題
社会的合意の不在

広く受容される
再エネ事業の増加

整合的な⽀援制度
幅広い社会的合意

顕在化した
⼤規模
トラブル事案

顕在化した
⼤規模
トラブル事案

地域主導型
・協働事業の拡⼤
地域主導型
・協働事業等拡⼤
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制度・ビジネスモデル・社会的仕組みを変える

• 地域主導型や⾃然共⽣型などの再エネ事業へのインセンティブ
• 再エネゾーニング
• 地域にとって望ましい再エネ事業を促進する条例
• ⻑期的には⽇本の開発・⼟地利⽤制度を⾒直す

制度

社会的仕組み

ビジネスモデル

• チェックリストや認証
• 制度やビジネスモデルの転換を後押しする中間⽀援（情報提供、政策策

定⽀援、ご当地エネルギー事業づくりなど）

• 地域主導型や⾃然共⽣型の事業を作っていく
• プロセスや結果の正しさを認識し、信頼の獲得へ
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地域にとって望ましい再エネのチェックリスト案（太陽光⼀般１）

p 屋根上やソーラーカーポート、営農型など⼟地の⾼度利⽤を優先的に検討する
p 野⽴てについては、太陽光発電以外に利⽤が困難な⼟地での導⼊を優先する

⼟地利⽤

環境負荷・社会的影響

p 地域における⽣物多様性保全を⼗分に配慮する
p 地域における重要な景観に⼗分に配慮する
p 地域への環境負荷を可能な限り低減する
p 農業や漁業をはじめとした地域の経済活動への影響を可能な限り低減する
p 事業の規模や地域の特性に応じて⾃主的・簡易を含めて環境影響評価（環境
アセスメント）を⾏う

p 中⼩規模事業では、環境省の中⼩規模むけチェックリストを活⽤する
p 事業運営中もモニタリングの結果に応じて順応的管理を⾏う
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地域にとって望ましい再エネのチェックリスト案（太陽光⼀般２）

社会的合意・情報公開

p 地域内と地域外の利害関係者との早期から透明性の⾼い情報公開を⾏う
p 事業の詳細を決定する前の変更の余地がある段階で説明会を⾏う
p 地域内と地域外の利害関係者との開かれた意味ある意⾒交換（誠実かつ合理

的な回答）を⾏う。
p 地域内や地域間の対⽴を⽣まないように、地域内と地域外の利害関係者との
合意形成を図る

p市⺠出資⼿法など地域の住⺠や⾃治体による参加や関与を⾼める⼿法を採⽤
する

p 地域住⺠やステークホルダーと合意内容について協定書を結ぶ
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地域にとって望ましい再エネのチェックリスト案（太陽光⼀般３）

p 地域のオーナーシップを⾼める⼿法を採⽤する
p 地域貢献や地域のメリットを⾼める⼿法を採⽤する

ü ⾃治体やまちづくりの基⾦への拠出（地域課題解決への利⽤）
ü 地域産業・雇⽤への貢献（部品製造やメンテナンスサービス）
ü レジリエンスへの貢献（停電時の⾮常⽤電源、蓄電池やEVとの連携）
ü ⽣態系サービスの増進に寄与する⾃然共⽣型再エネ（敷地内に地域の郷

⼟種を播種して草地を整備する、養蜂を⾏うなど）
ü 周辺地域を含めての環境整備（ビオトープ整備など）
ü 農業、福祉、エネルギーの連携（湖南市の事例あり）
ü 売電収益を⽤いた地域産品の共同開発
ü 産業への地域PPAによるRE100達成への貢献

地域への価値提供
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共通参照事項

p ⾃社およびサプライチェーンでのカーボンフットプリントやリサイクル、⼈権
やマイノリティへの影響を考慮する

p 環境価値の扱いを適切に⾏なう（トラッキング・トレーサビリティ、環境価値
の移転を確実に履⾏する）

p コンプライアンス・法令遵守を図る

本チェックリストでは触れないが、他のガイドラインなどの活⽤が想定される

地域への価値提供
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太陽光発電の放置問題など地域トラブルの原因と
地域にとって望ましい再エネのあり⽅

■太陽光の放置問題など地域トラブルの原因
•パネルの放置問題は太陽光事業の⼤きな懸念として多く指摘される
•太陽光トラブル報道は2024年2⽉までで198件確認でき、実態はより多い
•⼤きく分けて原因は⾃然災害、景観、⽣活環境、⾃然保護の懸念

■パネルの放置問題に対する制度的対応
•国は2022年からの改正再エネ法で撤去費⽤の徴収システム
•⾃治体の規制・調和条例は少なくとも300件ほどあり、適切なメンテナンスや
撤去後の報告などを義務づける条例も増えている。
•地域にとって望ましい再エネを議論し、計画に落とし込んでいく必要

■地域にとって望ましい再エネのあり⽅
•制度、ビジネスモデル、認証含む社会的仕組みを変えていく
•地域にとって望ましい再エネのチェックリスト


